
 

 

 

 

 

 

 

 

民生局健康部 

【特別会計後期高齢者医療費】 

その他事業 

  



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和８年度 事務事業等の総点検

225,800

令和６年度決算 令和７年度決算 令和７年度予算

69,929

77,877

6.4

152,973 165,691

81,76672,827

5.4 6.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

17,618

令和５年度決算区 分
52,020

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

高齢者の医療の確保に関する法律第49条

・保険料徴収事務
・申請受付、証の引き渡し等の窓口事務
・広報、相談事務
※横須賀市の被保険者情報（住民基本台帳、所得情報等）を神奈川県後期高齢者医療広域連合へ提供

その他 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 特別会計　後期高齢者医療 款 5 項目番号

後期高齢者医療制度の被保険者に対し、後期高齢者医療制度における市町村事務を行うことにより、適
切な医療給付を安心して受けられるようにする。
事業の対象者（被保険者）：①75歳以上の者　②65～74歳で一定の障害がある者（希望者）　（①②とも生
活保護受給者を除く）

令和６年度の活動実績 令和７年度の活動実績令和５年度の活動実績

1・2

事務事業名 事務費等 所管部課名
健康部

健康保険課

1 項 1

平均被保険者数72,109人に対し後期高齢者医療制度
における事務を行った。

平均被保険者数74,245人に対し後期高齢者医療制度
における事務を行った。

平均被保険者数75,555人に対し後期高齢者医療制度
における事務を行った。

千円

147,806総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 70,415

6.4

11,400

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

被保険者数の増加に伴い事業費が増加している。
また、令和７年度は、後期高齢システム標準化対応委託料等により増となった。

事業は制度として維持継続すべきだが、今後数年間は被保険者の増加が続くと見込まれることから、コスト削減を意識しながら事業を進めてい
く。

 再任用職員（短時間を含む） 人1.0 1.0 1.0 1.0

122,435

19,72218,848

千円247,457

52,020
69,929

152,973
70,415

77,877

72,827

122,435

147,806

225,800

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
被保険者数の増加に伴い総経費が増加している。

維持継続

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

6,080,985

00

千円7,208,728

被保険者から徴収した保険料を神奈川県後期高齢者
医療広域連合へ納付した。
平均被保険者数72,109人

参考
現年度分保険料収納率　　99.46％
滞納繰越分保険料収納率　28.16％

被保険者から徴収した保険料を神奈川県後期高齢者
医療広域連合へ納付した。
平均被保険者数74,245人

参考
現年度分保険料収納率　　99.40％
滞納繰越分保険料収納率　26.70％

被保険者から徴収した保険料を神奈川県後期高齢者
医療広域連合へ納付した。
平均被保険者数75,555人

参考
現年度分保険料収納率　　99.32％
滞納繰越分保険料収納率　23.62％

千円

6,923,275総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 18,471

2.2

0

7 項目番号

保険料を徴収し、制度運営主体である神奈川県後期高齢者医療広域連合へ納付することにより、被保険
者が適切な医療給付を受けられるようにする。
事業の対象者（被保険者）：①75歳以上の者　②65～74歳で一定の障害がある者（希望者）　（①②とも生
活保護受給者を除く）

令和６年度の活動実績 令和７年度の活動実績令和５年度の活動実績

1

事務事業名 保険料 所管部課名
健康部

健康保険課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 特別会計　後期高齢者医療 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

その他 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和５年度決算区 分
6,062,514

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

高齢者の医療の確保に関する法律第105条

後期高齢者医療制度の被保険者から徴収した保険料を、制度運営主体である神奈川県後期高齢者医療広域連合へ納付する。
・納期毎の期別収納予定額を毎月納付
・収入額と納付額との差額は翌月精算し、最終差額については翌年度精算

令和８年度 事務事業等の総点検

7,049,749

令和６年度決算 令和７年度決算 令和７年度予算

6,904,419

18,856

2.2

7,030,096 7,189,251

19,47719,653

2.2 2.2 人

実施分類

6,062,514

6,904,419
7,030,096

18,471

18,856
19,653

6,080,985

6,923,275
7,049,749

5,400,000

5,600,000

5,800,000

6,000,000

6,200,000

6,400,000

6,600,000

6,800,000

7,000,000

7,200,000

令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
被保険者の生活困窮状況や収納対策の成果が、経費の推移に影響を与えていると考えられる。

維持継続

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

1,414

00

千円1,690

被保険者から徴収した延滞金を神奈川県後期高齢者
医療広域連合へ納付した。
平均被保険者数72,109人

参考
延滞金収納件数　209件

被保険者から徴収した延滞金を神奈川県後期高齢者
医療広域連合へ納付した。
平均被保険者数74,245人

参考
延滞金収納件数　243件

被保険者から徴収した延滞金を神奈川県後期高齢者
医療広域連合へ納付した。
平均被保険者数75,555人

参考
延滞金収納件数　208件

千円

1,572総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 840

0.1

0

8 項目番号

保険料延滞金を徴収し、制度運営主体である神奈川県後期高齢者医療広域連合へ納付することに
より、保険料納付に関する公平性を保つ。
事業の対象者（被保険者）：①75歳以上の者　②65～74歳で一定の障害がある者（希望者）　（①②と
も生活保護受給者を除く）

令和６年度の活動実績 令和７年度の活動実績令和５年度の活動実績

2

事務事業名 延滞金 所管部課名
健康部

健康保険課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 特別会計　後期高齢者医療 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

その他 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和５年度決算区 分
574

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

高齢者の医療の確保に関する法律第105条

後期高齢者医療制度の被保険者から徴収した延滞金を、制度運営主体である神奈川県後期高齢者医療広域連合へ納付する。
・前月の収納実績額を毎月納付
・最終月分については翌年度納付

令和８年度 事務事業等の総点検

1,394

令和６年度決算 令和７年度決算 令和７年度予算

715

857

0.1

501 805

885893

0.1 0.1 人

実施分類

574
715

501

840

857

893

1,414

1,572

1,394

0

200

400
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800

1,000

1,200

1,400
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1,800

令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和８年度 事務事業等の総点検

1,082,668

令和６年度決算 令和７年度決算 令和７年度予算

1,074,119

2,571

0.3

1,079,988 1,079,988

2,6562,680

0.3 0.3 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和５年度決算区 分
973,368

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

高齢者の医療の確保に関する法律第105条

・当該年度の10月20日までの間に保険料法定軽減対象となった被保険者の保険料軽減額を県広域連合に納付
・納付額の3/4を神奈川県負担分として一般会計歳入し、市負担分1/4と併せ本特別会計へ繰入
　【法定軽減対象者及び軽減割合】
　①低所得者…世帯の所得により、均等割額の７割、５割及び２割軽減
　②被用者保険の被扶養者からの制度加入者…均等割額の５割軽減（制度加入後２年間）

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 特別会計　後期高齢者医療 款 8 項目番号

低所得者等の保険料法定軽減分の補填を行うため、制度運営主体である神奈川県後期高齢者医療
広域連合へ拠出金を納付し、制度の健全な運営及び適切な医療給付に資する。

令和６年度の活動実績 令和７年度の活動実績令和５年度の活動実績

3

事務事業名 保険基盤安定制度拠出金 所管部課名
健康部

健康保険課

2 項 1

低所得者軽減額　　　967,789千円
社保被扶養者軽減額　　5,579千円
軽減対象者数　43,513人

参考
平均被保険者数　72,109人

低所得者軽減額　　　1,068,359千円
社保被扶養者軽減額　　5,760千円
軽減対象者数　45,310人

参考
平均被保険者数　74,245人

低所得者軽減額　　　1,074,472千円
社保被扶養者軽減額　　5,516千円
軽減対象者数　45,447人

参考
平均被保険者数　75,555人

千円

1,076,690総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 2,519

0.3

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
被保険者数及び軽減対象者数の増加に伴い総経費が増加している。

維持継続

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

975,887

00

千円1,082,644

973,368

1,074,119 1,079,988

2,519

2,571 2,680

975,887

1,076,690
1,082,668

900,000

920,000

940,000

960,000

980,000

1,000,000

1,020,000

1,040,000

1,060,000

1,080,000

1,100,000

令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和８年度 事務事業等の総点検

0

令和６年度決算 令和７年度決算 令和７年度予算

0

0

0.0

0 9,282

00

0.0 0.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和５年度決算区 分
0

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

地方自治法第217条の規定に基づき予算計上し、予算外の支出または予算超過のやむを得ない支出に充当する。

その他 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 特別会計　後期高齢者医療 款 9 項目番号

予算編成時に予測できず、かつ議会の議決を待つ暇がない支出が生じた場合にすみやかに対応す
るため。

令和６年度の活動実績 令和７年度の活動実績令和５年度の活動実績

事務事業名 予備費 所管部課名
健康部

健康保険課

3 項 1

特になし 特になし 特になし

千円

0総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

0.0

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
執行なし

今後も不測の事態に備えるため、計上が必要である。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

0

00

千円9,282

0 0 00 0 00 0 00

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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